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税務訴訟資料 第２６０号－１６４（順号１１５２０） 

大阪高等裁判所 平成●●年（○○）第●●号 所得税更正処分取消等請求控訴事件 

国側当事者・国（左京税務署長） 

平成２２年９月２９日棄却・上告 

 （第一審・大阪地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号、平成２２年３月１２日判決、本資料２６

０号－３９・順号１１３９５） 

 

判 決 

控訴人（第１審原告）       甲 

被控訴人（第１審被告）      国 

同代表者法務大臣         柳田 稔 

処分行政庁            左京税務署長 

                 平野 貢 

被控訴人（第１審被告）指定代理人 山口 順子 

同                中谷 勝彦 

同                杉浦 弘浩 

同                松村 秀之 

同                大友 陵子 

 

主 文 

１ 本件控訴を棄却する。 

２ 控訴費用は控訴人の負担とする。 

 

事実及び理由 

第１ 控訴の趣旨 

１ 原判決を取り消す。 

２ 被控訴人は、控訴人に対し、 

(1) 控訴人の平成１７年分の所得税に係る更正処分のうち、納付すべき税額マイナス１９万０

８５２円を超える部分及び過少申告加算税賦課決定を取り消す。 

(2) ３８万５１００円及びこれに対する平成１９年８月６日から支払済みまで年７．３パーセ

ントの割合による金員を支払え。 

３ 訴訟費用は第１、２審とも被控訴人の負担とする。 

４ 仮執行宣言 

第２ 事案の概要 

１ 事案の骨子及び訴訟の経緯 

 本件は、株式会社Ｃで常勤監査役を務めるかたわらＢ大学で非常勤講師を務めていた控訴人が、

平成１７年分の所得税について、学校法人Ｂから得た非常勤講師料５４万１２００円は事業所得

の収入金額であり、ほかに事業所得の収入金額はなく、事業所得に係る必要経費は３０９万６６

４０円である、還付金の額に相当する税額が１９万０８５２円となるなどとして確定申告をした
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ところ、処分行政庁（左京税務署長）から、学校法人Ｂから得た非常勤講師料は給与所得の収入

金額であり、事業所得に係る必要経費は０円である、納付すべき税額が１５万９３００円となり

（新たに納付すべき税額は納付すべき税額１５万９３００円に、還付金の額に相当する税額１９

万０８５２円を加算し百円未満の端数を切り捨てた３５万０１００円となる）、納期限は平成１

９年８月６日であるなどとする更正処分（以下「本件更正処分」という。）及び過少申告加算税

３万５０００円の賦課決定処分（以下「本件決定処分」といい、本件更正処分と併せて「本件各

処分」という。）を受けたことから、①本件更正処分のうち申告額を超える部分及び本件決定処

分の各取消しを求めるとともに、②公法上の不当利得返還請求権に基づき、新たに納付すべき税

額の３５万０１００円に過少申告加算税の３万５０００円を加算した３８万５１００円の支払

を求め、③国家賠償法１条１項に基づき、上記３８万５１００円に対する上記納期限である平成

１９年８月６日から支払済みまで年１０パーセントの割合による損害金の支払を求めた事案で

ある。 

 控訴人は、平成２１年７月２４日の原審第１回弁論準備手続期日において、本訴請求のうち②

③の請求を一旦取り下げた後（同年８月５日被控訴人同意）、同年１０月１５日付け請求の趣旨

訂正申立書で、同一の請求の訴えを追加提起した。 

 原審が、控訴人の本訴請求をいずれも棄却したところ、控訴人が本件控訴を申し立てるととも

に、③の請求を年１０パーセントから年７．３パーセントに減縮した。 

２ 前提事実 

 当事者間に争いがない事実、証拠（後掲のもの）及び弁論の全趣旨により容易に認められる事

実は、以下のとおりである。 

(1) 控訴人（甲３、乙３ないし５、弁論の全趣旨） 

 控訴人は、平成１３年度（平成１３年４月１日から平成１４年３月３１日まで）以降、学校

法人Ｂ（以下「Ｂ」という。）から、Ｂが設置・運営するＢ大学における非常勤講師の委嘱を

受け、同大学の非常勤講師として稼働している。 

 控訴人は、平成１７年度（平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日まで）については、

平成１７年４月１日付け「Ｂ大学非常勤講師契約書」（乙３）に署名押印して、Ｂ（代表者乙

理事長）との間で、非常勤講師契約を締結し、「開講案内」（乙４）の「Ｂ大学非常勤講師に関

する規程」、「給与について」をはじめとする各記載事項に基づき、平成１７年度出講簿（乙５）

記載の担当科目（Ｅ）について、同記載の委嘱期間、等級を条件として、Ｂが控訴人をＢ大学

非常勤講師に委嘱し、控訴人がこれを応諾する旨合意している。 

(2) 本件非常勤講師料（乙９、１０、弁論の全趣旨） 

 控訴人は、Ｂから、平成１７年中（同年１月から同年１２月まで）の非常勤講師料（Ｆ学部

講師料、夜間授業担当手当及び出講手当）５４万１２００円（以下「本件非常勤講師料」とい

う。）のほか、交通手当２万９９２０円（合計５７万１１２０円）の支払を受けた。 

(3) 本件訴訟に至る経緯（甲１の１、２、甲２、甲３の１、２、甲４ないし６、乙１０ないし

１３、弁論の全趣旨） 

ア 本件訴訟に至る経緯は、原判決添付別紙「課税等の経緯」記載のとおりである。具体的に

は、以下のとおりである。 

イ （確定申告）控訴人は、平成１８年３月８日、左京税務署長に対し、本件非常勤講師料５

４万１２００円は事業所得の収入金額であり、ほかに事業所得の収入金額はなく、事業所得
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に係る必要経費は３０９万６６４０円である（以下、同必要経費に係る支出を「本件支出」

という。）、常勤監査役として株式会社Ｃから得た役員報酬５３５万円は給与所得の収入金額

である、還付金の額に相当する税額が１９万０８５２円となるなどとして、平成１７年分の

所得税の確定申告書（乙１０）及び平成１７年分所得税青色申告決算書（乙１１）を提出し

て、平成１７年分の所得税につき確定申告をした。 

ウ （更正の請求）左京税務署長は、所得金額及び所得控除の額が誤っていて、還付金の額に

相当する税額が過大であると考え、還付手続を留保し、左京税務署の職員が控訴人に対し、

修正申告をするように促した。これに対し、控訴人が、還付金の額に相当する税額を増額し

た平成１８年６月２８日付け修正申告書（乙１２）を提出したことから、左京税務署の職員

が、控訴人に対し、同申告書の記載内容は更正の請求の趣旨と考えられる旨教示したところ、

控訴人は、同年７月４日、左京税務署長に対し、株式会社Ｃから得た役員報酬５３５万円は

給与所得の収入金額ではなく、事業所得の収入金額である、還付金に相当する税額が３６万

４２９２円となるなどして、平成１７年分の所得税につき更正の請求をした（乙１３）。 

エ （通知処分）左京税務署長は、平成１９年７月４日付けで、控訴人に対し、上記更正の請

求について、更正すべき理由がない旨の通知処分をした（甲１の１）。 

オ （更正処分等）左京税務署長は、平成１９年７月４日付けで、控訴人に対し、本件非常勤

講師料は給与所得の収入金額に該当し、控訴人が確定申告書に事業所得に係る損失の金額と

して記載したもの２６５万５４４０円（本件支出３０９万６６４０円－本件非常勤講師料５

４万１２００円＋青色申告特別控除額１０万円）は、事業所得に係るものとは認められない

などとして、納付すべき税額を１５万９３００円（新たに納付すべき税額は、納付すべき税

額１５万９３００円に確定申告における還付金の額に相当する税額１９万０８５２円を加

算した３５万０１００円〔ただし、国税通則法１１９条１項の規定により１００円未満の端

数を切り捨てた後のもの。〕である。）などとする更正処分（本件更正処分）をするとともに、

過少申告加算税３万５０００円を賦課する決定（本件決定処分）をした（甲１の２）。そし

て、左京税務署長は、国税通則法５７条１項の規定により、本件更正処分により発生した新

たに納付すべき税額３５万０１００円に対し、確定申告における還付金の額に相当する税額

１９万０８５２円を充当し、平成１９年７月２６日付けで、控訴人に対し、「国税還付金充

当等通知書」（甲２）（以下「本件通知書」という。）を交付した。 

カ （異議申立て・異議決定） 

 控訴人は、平成１９年７月２３日付けで、左京税務署長に対し、本件各処分につき異議申

立てをしたが、同署長は、同年１０月１８日付けで、原告の上記異議申立てを棄却する旨の

決定をした（甲３の１、２、甲４）。 

キ （審査請求・裁決） 

 控訴人は、平成１９年１０月３１日付けで、国税不服審判所長に対し、審査請求したが、

同所長は、平成２０年１０月２２日付けで、原告の上記審査請求を棄却する裁決をし、同裁

決書謄本は、同月２７日ころ控訴人に送達された（甲５、６、弁論の全趣旨）。 

ク （本訴の提起）控訴人は、平成２１年４月１６日、大阪地方裁判所に対し、本件訴えを提

起した。被控訴人が主張する税額の計算過程及び税額は、原判決添付別紙「本件各処分の適

法性」記載のとおりである（ただし、１(3)２、３行目の「国税通則法１１８条１項」の次

に、「の規定」を加える）。このうち、１(1)アの給与所得の金額中、株式会社Ｃからの収入
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金額（５３５万円）、同(2)の所得控除の額、同(4)イの住宅借入金等特別控除の額、及び、

同エの源泉徴収額については当事者間に争いがない。 

３ 争点及び争点に関する当事者の主張 

 争点及び争点に関する当事者の主張は、次の４、５で控訴人及び被控訴人の当審における主張

を付加するほかは、原判決「事実及び理由」中の第２の３、４のとおりであるから、これを引用

する。ただし、原判決５頁１０行目、１３行目、７頁７行目の各「事業所得」をいずれも「事業

所得（の収入金額）」と改め、原判決１１頁７行目の「年１０パーセント」を「年７．３パーセ

ント（国税通則法５８条１項）」と改める。 

４ 控訴人の当審における主張 

(1) 仮に、控訴人がＡを法人としていれば、控訴人がＢ大学の非常勤講師として得た収入は、

上記法人の事業所得（の収入金額）に計上し、必要経費を控除して事業所得を計上することが

認められた筈である（租税公平原則）。 

(2) 左京税務署長が、平成１９年７月２６日付けの本件通知書を交付したことは、左京税務署

長が、本件各処分（本件更正処分及び本件決定処分）をした後に、控訴人の平成１７年分の所

得税について、還付金１９万０８５２円を生じるとの公的見解を表示したものである。 

(3) 左京税務署長は、本件各処分をした後に本件通知書を交付したにもかかわらず、本件通知

書記載の還付金（平成１７年分の所得税の還付金１９万０８５２円）の支払を請求する控訴人

に対し適切な対応をしなかったため、控訴人は、平成２０年３月２４日ころ（甲７）、同年９

月３日ころ（甲１８）及び同年１１月１日ころ（甲１９）同一の請求を繰り返すことになった。

左京税務署長の上記対応は、国家公務員倫理法に違反している。 

(4) 控訴人は、Ｂ大学において平成１７年度の非常勤講師として稼働するにあたり雇用契約を

締結していない。控訴人は、学校法人Ｂから就業規則を受け取っていない。非常勤講師として、

担当時間以外に講義の準備（通常、講義の３倍の時間を要する）、不断の調査・研究、相談等

をその役務に含んでいることからすると、その収入は最低賃金金額に満たない。フリンジベネ

フィットは一切ない。講義準備に関わる必要調査・研究の経費を学校法人Ｂが負担することも

ない。 

(5) Ａの必要経費を認めるべきである。謝礼は何らかの対価なしには支払われることがないこ

と、謝礼を生ずる役務活動が発生するためには、それなりの費用を要すること、役務提供後に

支払われる謝礼は、税務上雑収入ないし事業収入として計上されるのが税務の現実であること、

コンサルタント業では、書籍、文献等の調査研究、取材、人脈作り等が不断に必要であること

は、社会的常識で、自明で、明白である。 

(6) 平成１７年分の所得税の還付金１９万０８５２円は、源泉徴収で納付済みであるから、過

少申告加算税を算出するにあたり、本件更正処分による納付すべき税額１５万９３００円に上

記還付金１９万０８５２円を加算し、百円未満の端数を切り捨てた３５万０１００円を新たに

納付すべき税額とするのは、二重課税を招くことになる。 

５ 被控訴人の当審における主張 

 争う 

第３ 当裁判所の判断 

１ 当裁判所も、控訴人の本訴請求はいずれも理由がないものと判断する。その理由は、以下のと

おり補正、付加し、次の２で控訴人の当審における主張に対する判断を付加するほかは、原判決
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「事実及び理由」中の第３のとおりであるから、これを引用する。 

(1) 原判決１１頁２０行目、同２３行目、同２４行目、原判決１２頁７行目、同９行目（２か

所）、同１１行目、同１４行目、原判決２０頁７行目、原判決２１頁１０行目、原判決２２頁

２４行目、原判決２５頁２１行目、原判決２６頁９、１０行目、同１８行目の各「事業所得」

をいずれも「事業所得（の収入金額）」と改める。 

(2) 原判決１４頁３行目の「原告は、」を「控訴人は、平成１８年度については、」と改め、同

１５行目の「原告は、」を「控訴人は、平成１７年度については、」と改める。 

(3) 原判決１４頁２５行目の「授業時間」を「授業時限」と改め、原判決１５頁５行目の「Ⅱ．

授業時間」を「Ⅱ．授業について」と改め、同１６行目の「給与に関し」を「給与に関わる諸

手続として」と改める。 

(4) 原判決２１頁２０行目の「これによれば」から２２行目の「なるのである。」までを「また、

所得税法施行令２６７条４項によると、税務署長は、還付金に係る金額の記載がある確定申告

書の提出があった場合には、当該金額が過大であると認められる事由がある場合を除き、遅滞

なく、還付又は充当の手続をしなければならないとされている。」と改め、同２６行目の「納

税申告書が受理されたにすぎない場合と」を「還付金に係る金額の記載のない確定申告書の提

出があり、これを税務署長が受理した場合と」と改める。 

(5) 原判決２６頁８行目の「１６１１頁」の次に「参照」を加える。 

(6) 原判決２９頁１行目の「前記１(5)イにおいて説示したとおり、」から１２行目の「そうす

ると、」までを「前判示のとおり、控訴人は、平成１８年３月８日、左京税務署長に対し、還

付金に相当する税額が１９万０８５２円になるなどとして平成１７年分の所得税につき確定

申告をし、その後、左京税務署長が平成１９年７月４日付けで、納付すべき税額を１５万９３

００円（新たに納付すべき税額は３５万０１００円である。）などとする更正処分（本件更正

処分）をしたことから、同月２３日付けで、左京税務署長に対し、本件更正処分に対する異議

申立てをしているのであるから、上記異議申立てが認められれば、上記確定申告のとおり還付

の手続がされることになる。そうすると、」と改める。 

２ 控訴人の当審における主張に対する判断 

(1) 控訴人は、仮に、控訴人がＡを法人としていれば、控訴人がＢ大学の非常勤講師として得

た収入は、上記法人の事業所得（の収入金額）に計上し、必要経費を控除して事業所得を計上

することが認められた筈であるなどと主張する。しかしながら、前判示のとおり、控訴人が学

校法人Ｂ（Ｂ）から得た非常勤講師料は、控訴人の収入であり、控訴人の給与所得であって事

業所得ではない。控訴人の上記主張は、異なる事実関係を前提とするものであるから、採用す

ることができない。 

(2) 控訴人は、左京税務署長が本件通知書を交付したことは、本件各処分（本件更正処分及び

本件決定処分）をした後に、控訴人の平成１７年分の所得税について、還付金１９万０８５２

円を生じるとの公的見解を表示したものであるなどと主張する。しかしながら、前判示のとお

り、左京税務署長が控訴人に対し本件通知書を交付したのは、国税通則法５７条１項に基づく

措置をとったことを通知したものにすぎず、控訴人主張の上記公的見解を表示したものではな

いことは明らかであるから、控訴人の上記主張を採用することはできない。 

(3) 控訴人は、左京税務署長は、本件各処分をした後に本件通知書を交付したにもかかわらず、

本件通知書記載の還付金（平成１７年分の所得税の還付金１９万０８５２円）の支払を請求す
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る控訴人に対し適切な対応をしなかったため、控訴人は同一の請求を繰り返すことになった、

左京税務署長の上記対応は、国家公務員倫理法に違反しているなどと主張する。しかしながら、

前判示のとおり、本件各処分は適法であって、控訴人には還付金の支払を請求する根拠がなか

ったことに加え、控訴人が平成１９年１０月３１日付けで国税不服審判所長に対し審査請求を

行い、同所長が平成２０年１０月２２日付けで「審査請求を棄却する」旨の裁決を行い、裁決

書謄本が同月２７日ころ控訴人に送達されていて、控訴人が左京税務署長に対し同一の請求を

繰り返していたのは、国税不服審判所における審理中であるか、又は控訴人の審査請求を棄却

する旨の裁決を受けた直後であることからすると、左京税務署長には、控訴人の上記請求に対

して直接回答する等の積極的な対応を行う法的な義務は認め難いし、左京税務署長の対応が国

家公務員倫理法に違反するともいえないから、控訴人の上記主張を採用することはできない。 

(4) 控訴人は、Ｂ大学において平成１７年度の非常勤講師として稼働するにあたり雇用契約を

締結していない（控訴人は、学校法人Ｂから就業規則を受け取っていない、非常勤講師として、

担当時間以外に講義の準備〔通常、講義の３倍の時間を要する〕、不断の調査・研究、相談等

をその役務に含んでいることからすると、その収入は最低賃金金額に満たない、フリンジベネ

フィットは一切ない、講義準備に関わる必要調査・研究の経費を学校法人Ｂが負担することも

ない）などと主張する。しかしながら、前判示のとおり、控訴人は、Ｂとの間で非常勤講師契

約を締結し、Ｂ大学において、非常勤講師として、Ｂから空間的、時間的な拘束を受けた上、

その内容についても指定されるなど、Ｂの指揮命令の下で継続的ないし断続的にその役務を提

供し、このような非独立的な役務の提供に対する対価として本件非常勤講師料の支給を受けて

いたのであって、控訴人とＢとの間の非常勤講師契約が典型契約としての雇用契約であるか、

これに類する非典型契約であるかにかかわらず、本件非常勤講師料は、事業所得（の収入金額）

ではなく給与所得に該当するものというべきであるから、控訴人の上記主張を採用することは

できない。 

(5) 控訴人は、Ａの必要経費を認めるべきである（謝礼は何らかの対価なしには支払われるこ

とがないこと、謝礼を生ずる役務活動が発生するためには、それなりの費用を要すること、役

務提供後に支払われる謝礼は、税務上雑収入ないし事業収入として計上されるのが税務の現実

であること、コンサルタント業では、書籍、文献等の調査研究、取材、人脈作り等が不断に必

要であることは、社会的常識で、自明で、明白である。）などと主張する。しかしながら、前

判示のとおり、控訴人が主張する経営コンサルタント業は、営利性・有償性を備えておらず、

「事業所得又は雑所得を生ずべき業務」にはあたらないから、控訴人の上記主張を採用するこ

とはできない。 

(6) 控訴人は、平成１７年分の所得税の還付金１９万０８５２円は、源泉徴収で納付済みであ

るから、過少申告加算税を算出するにあたり、本件更正処分による申告納税額１５万９３００

円に上記還付金１９万０８５２円を加算し、百円未満を切り捨てた３５万０１００円を納付す

べき税額とするのは、二重課税を招くことになるなどと主張する。しかしながら、前判示のと

おり、控訴人の上記主張は、国税通則法を正しく理解しない独自の見解であるから、採用する

ことはできない（同法６５条１項、３５条２項２号、２８条２項３号イ、ロ、１１８条３項に

よれば、本件更正処分により増加する部分の税額１５万９３００円と本件更正処分により減少

する還付金の額に相当する税額１９万０８５２円の合計額３５万円〔ただし、同法１１８条３

項により１万円未満の端数を切り捨てた後のもの〕が「納付すべき税額」〔同法６５条１項〕
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となり、これに１００分の１０の割合を乗じて計算した金額に相当する過少申告加算税が賦課

されることになる。）。 

３ 結論 

 以上によれば、原判決は相当であって、本件控訴は理由がない。 

 よって、主文のとおり判決する。 

 

大阪高等裁判所第６民事部 

裁判長裁判官 渡邉 安一 

   裁判官 安達 嗣雄 

   裁判官 池田 光宏 


